
生産緑地の所有者の方は必ずお読みください！



１．特定生産緑地制度の概要

○市は、生産緑地の所有者等からの意向を基に、生産緑地を特定生産緑地に指定することができます。

○特定生産緑地に指定した場合、税制については、これまでの生産緑地としての税制優遇措置が継続されます。
（ただし、営農義務や建築制限についても継続されます。）

○特定生産緑地に指定しない場合は、これまでの税制優遇措置が受けられなくなります。（５年間で段階的に宅
地並み課税になります。）

〇特定生産緑地に指定しない場合でも、買取りの申出等の手続きを行わない限り、営農義務や建築制限は、こ
れまでどおり継続されます。

〇生産緑地地区指定の告示日から３０年経過する日（申出基準日）までに、特定生産緑地に指定する必要があ
ります。

○特定生産緑地に指定した場合、これまでの生産緑地としての効力が１０年延期され、その後１０年経過する前
に、繰り返し１０年の延長するかどうかを判断することができます。

○特定生産緑地の指定は、申出基準日までに行うこととされており、申出基準日を過ぎると、特定生産緑地に指
定することができません。 ※提出書類等の受付期間は申出基準日の属する年の５月３１日までです。

〇現況が、生産緑地として適正に管理されていない場合は、指定することができない可能性があります。



２．特定生産緑地の指定の有無に関する比較

• 指定は30年を経過するまでに行う必要があります。

• 指定には、所有者からの意向確認書の提出等の手続きが必要です。

• 営農、相続、土地利用、固定資産税の評価に影響のある制度です。
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３．特定生産緑地制度のイメージ
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税制優遇措置なし（激変緩和措置あり）
■相続税等：次の相続における納税猶予の適用なし
【激変緩和】既に納税猶予を受けている場合、次の相続までは現世代に限り猶予継続
■固定資産税：宅地並み課税
【激変緩和】５年間課税標準額に軽減率を乗じる

以降、特定生産緑地の指定は受けられない
いつでも買取り申出が可能
※買取り申出するまでは生産緑地地区としての規制は継続

■特定生産緑地に指定する場合（例：平成4年度に生産緑地地区として都市計画決定されている場合）


